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資料３－１



NPO/NGO等の連携・協働を行うための体制の構築

○ＪＶＯＡＤ準備会※が熊本県域（一部大分県含む）で活動してい
るNPO/NGO等に対し呼びかけ、連携・協働を行うための会議
「熊本地震・支援団体火の国会議（以下、「火の国会議」）」を４
月19日(火)に設立した。

※ＪＶＯＡＤ：全国災害ボランティア支援団体ネットワーク

○以降、毎晩19時より、活動地域・活動内容の報告・調整、相互
に補完できる業務の調整を行っている。

参加団体数 221団体(６月５日現在)

※6月14日まで毎日開催。以降毎週火・木の週２回開催。
別途毎週水曜に地域間の情報共有を図る会議を開催。

○内閣府は、火の国会議の設立及びＮＰＯと県との連携・協働を
図るため、熊本県と調整した。 火の国会議の様子

ＮＰＯと行政との連携・協働体制
熊本県
○４月19日(火)より、火の国会議に参加するＮＰＯ、
国、熊本県関係課の連携・協働による円滑な被災
者支援のため、情報共有、施策の調整等を行う会
議を随時開催。
○上記に県社協を加え「被災者支援に関する関係
機関連絡会議」を設立し、4月28日(木)より週2回
（月、木、10時30分）の定例開催としている。

熊本市
○５月10日(火) 以降、火の国会議に参加するＮＰＯ
と熊本市との連携会議を週2回（火、金10時00分
～）開催している(適宜、国も出席)。

益城町
○５月12日(木)に、益城町の地元有志を中心に、火
の国会議に参加するＮＰＯ、国、熊本県、益城町、
益城町社協等も参加する「益城がんばるもん会
議」を開催。定例化（月、木17時00分～）。

専門的なノウハウなどを有するNPO/NGOの活動について

5月12日の
「益城がんばるもん
会議」の様子

一般の個人ボランティアの参加者数
○被災地の社会福祉協議会が開設・運営する災害ボランティア
センターには、全国から多数のボランティアが駆け付けている。

○累計参加人数（６月14日時点）：
８６，３８５人



平成28年熊本地震発生初期に他地域から派遣された医療･保健･福祉関係チーム

発災後概ね3
日間

発災後4日目
～1ヶ月程度

発災後1ヶ月
目以降

DMAT（災害派遣医療チー
ム）

医師1名、看護師2名、事
務連絡員1名

最大時、全国から延べ216チームが
被災地で活動

被災地の災害拠点病
院等

本部活動、病院支援･病院避難、避難所スクリーニン
グ･診療、ロジスティックサポート

発災直後から4月
23日まで

日本赤十字社

医師1名、看護師3名、事
務2名。
（薬剤師等が加わる場合
がある。）

dERU（仮設診療所）を3か所に設置
し、全国の赤十字病院から救護班
207チーム等が被災地で活動

被災地の避難所等

① 医療救護や巡回診療、医療ニーズの調査等
② 日赤災害医療コーディネートチームの派遣、関係
機関等との活動調整
③ こころのケア活動
④ 医療支援要員の派遣
⑤ 避難所における健康支援活動

発災直後から6月
13日まで。（避
難所における健
康支援活動は7月
末まで継続）

JMAT（日本医師会災害医
療チーム）

医師1名、看護職員2名、
事務職員1名

全国から延べ568チームが被災地で
活動(JRATを含む）

被災地の避難所等

① 避難者に対する医療、健康管理
② 避難所等の公衆衛生対策: 感染症対策、避難者の
健康状態、食生活の把握と改善
③ 在宅患者の医療、健康管理
④ 派遣先地域の医療ニーズの把握と評価
⑤ 医療支援が行き届いていない地域（医療支援空白
地域）の把握、及び巡回診療等の実施
⑥ 現地の情報の収集･把握、共有
⑦ 被災地の医療関係者間の連絡会の設置支援
⑧ 患者移送
⑨ 再建後の被災地医療機関への引継ぎ

発災直後から7月
16日まで。

AMAT（全日本病院協会災
害時医療支援活動班）

医師1名、看護師1～2名、
事務職員1～2名

全国から延べ11チームが被災地で
活動

被災地の災害拠点病
院等

① 当直業務支援
② 避難所巡回診療活動

発災直後から4月
28日まで。

国立病院機構

・初動医療班… 医師1
名、看護師2名、事務職1
名、薬剤師等1名
・医 療 班… 医師1名、
看護師2名、事務職1名

24病院延べ26チームが被災地で活
動

避難所等
避難所等（益城町総合体育館等）で医療救護活動を
実施。

4月15日～5月10
日

日本歯科医師会 歯科医師、歯科衛生士
全国から最大35チームが被災地で
活動

避難所等
被災地の避難所等における歯科保健医療の提供及び
口腔の健康管理を実施

4月22日～5月22
日

日本薬剤師会 薬剤師3名
全国より実人数906人（延べ人数
2,774人）が活動

避難所に設置された
救護所等

救護所における調剤、避難所における一般用医薬品
の供給･管理、避難所の環境衛生への助言･指導等

4月15日～5月29
日

日本病院薬剤師会
①病院薬剤師
②病院薬剤師、事務連絡
員

①合計15名(延べ67名)
②合計12名(延べ51名)

①阿蘇地域の3病院
　熊本市内の1病院
②熊本県庁等
（医療救護調整本部
等）

① 災害により人的･物的被害を受け、又は近隣医療
機関の被災により診療時間が延長になり、薬剤師の
応援を必要とする医療機関で薬剤部の業務を行う
② 医療救護調整本部に常駐し、又は救護所、医療機
関を訪問し、被災地における薬剤師のニーズを調査
する

①4/26～5/18
②4/17～4/19
　4/22～5/18

DPAT（災害派遣精神医療
チーム）

精神科医師、看護師、業
務調整員（ロジスティク
ス）の職種を含めた数名

延べ1,007隊が被災地で活動
被災地の精神科医療
機関、避難所等

被災者等の心のケアのため、被災した精神科医療機
関からの患者の搬送や避難所の巡回、支援者の支援
等

発災直後から現
在まで。

日本看護協会
災害支援ナース

看護職2名～4名（1チーム
3泊4日の活動）

15都府県から延べ1,688名が活動
熊本県･熊本市から要
請を受けた避難所計
29ヶ所

負傷した人の創傷処置、避難所の環境整備、手洗い
指導などの感染症対策、体調不良者の受診支援や医
療チームへの橋渡し等（避難所で24時間常駐による
活動）

4月17日～6月14
日

支援チーム（団体等）
名

派遣時期
主な活動内容主な派遣場所派遣規模

チーム編成内容（代表
的な編成、主な職種な
ど）



発災後概ね3
日間

発災後4日目
～1ヶ月程度

発災後1ヶ月
目以降

支援チーム（団体等）
名

派遣時期
主な活動内容主な派遣場所派遣規模

チーム編成内容（代表
的な編成、主な職種な
ど）

日本食品衛生協会
日本食品衛生協会役職
員、熊本県食品衛生協会
役員、食品衛生指導員

15回にわたり延べ42名が被災地で
活動。

避難所
食中毒･感染症予防のため、被災された方々への衛生
用品の配布及び衛生指導

4月21日から5月
18日まで

日本栄養士会

日本栄養士会災害支援
チーム（JDA-DAT）のメン
バーを中心とした管理栄
養士･栄養士

延べ1,010名 避難所
避難所巡回による栄養･食生活支援、避難所への支援
物資等の搬送、その他連絡調整･情報収集等

発災後～6月30日
まで

JRAT（大規模災害リハビ
リテーション支援関連団
体協議会）

リハビリテーション専門
職（作業療法士、理学療
法士等）

支援チーム約10隊30名前後が活動 被災地の避難所等

JMATの指示の下、熊本JRAT（対策本部: 熊本機能病
院）を中心として、熊本医療機関や地域JRATと協働
して活動。全国的な連携調整･情報収集により、リハ
ビリテーションの立場から避難所等を支援。

発災後～7月16日
まで活動

日本介護福祉士会

・ 介護福祉士会会員のみ
・ 介護福祉士会員+非会
員の介護福祉士等（ヘル
パー2級を含む）

全国から延べ約900名が被災地で活
動

被災地の介護施設･事
業所、避難所等

被災した介護施設への緊急派遣や、避難所での災害
救援ボランティアの活動等により、介護ニーズを持
つ要援護者を支援

発災後～6月末ま
で活動

日本認知症グループホー
ム協会

介護職員 計4名
グループホームせせ
らぎ

現地の情報収集、職員不足のグループホームの支援
4月19日～4月24
日まで活動

全国グループホーム団体
連合会

介護職員、看護職員 計16名
小規模多機能型居宅
介護いつでんきなっ
せ

被災した周辺の事業所への食料などの物資の届出
4月17日～4月23
日

《以下は、被災地からの要請に基づき、支援可能な自治体あるいはその他支援関係団体との派遣調整を厚生労働省等が行ったもの。》

熊本県及び熊本市からの
要請による自治体保健師
等の派遣調整

自治体保健師･管理栄養士
最大約70チーム170名程度
（1チーム2名以上により構成）

派遣要請のあった市
町村または保健所

熊本県内の自治体保健師等のほか、熊本県･市からの
要請に基づき、派遣された自治体保健師等を加えた
チームにより、避難所や公園、駐車場等を巡回し、
感染症予防の指導、健康状態の把握、栄養指導、こ
ころのケア等を実施

発災後～8月15日
まで活動

応急給水チーム
〔自治体職員（水道事業
者）等の応援派遣の調
整〕

自治体水道関係職員2名、
給水車1台

全国から最大給水車108台が被災地
で活動（1台あたり、2名体制）

断水地域の主要施設
（役所･学校･公民館
等）

応急復旧が完了するまでの被災者に対する給水車や
給水タンクを用いた応急給水等

4月15日～6月21
日まで活動

応急復旧チーム
〔自治体職員（水道事業
者）等の応援派遣の調
整〕

自治体水道関係職員4名、
管工事業者6名

全国から最大555名が被災地で活動 被災地全域 水道施設の応急復旧のための漏水調査･修繕工事等
4月17日～6月3日
まで活動

社会福祉施設に対する福
祉人材の応援

介護福祉士のほか、ソー
シャルワーカーなども含
めた、被災地の社会福祉
施設において必要とされ
た福祉人材

7月30日までに、約60施設に対し延
約6,200日の派遣を実施

被災地の社会福祉施
設（福祉避難所とし
て指定されている施
設も含む。）

社会福祉施設への要援護者の受け入れ等に伴い必要
となる支援を実施

発災後直ちに準
備を開始し、4月
29日からマッチ
ングを開始



ＳＮＳ等の活用：熊本地震では避難形態が多様化し、避難者の存在や状況の把握が困難であった。
こうした情報不足を補うためＳＮＳ等の情報を活用した。
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流通するＳＮＳ情報から、キー
ワードで検索し、さらに有効な
ものに絞ると、情報として有効
思われたのは0.25％（検索抽
出した400件に対し１件）

情報提供

1日２回

【見えた課題】

（事例１）
・阿蘇郡南阿蘇村○○
・△△公民館
・水、パン、発電用のガソリンが不足。50人
程度が避難。

（事例２）
・熊本市中央区□□
・●●保育園

・水、オムツ、ミルク、ガスコンロ、燃料、鍋、
フライパン、コップ、箸、日用品全てがない。

（事例３）
・熊本市東区▲▲
・■■高校
・支援物資が欲しいです。

ツイッター等のリプライ情報として寄せられた情報 1日２回

・ＳＮＳで公開されている情報には、情報の信頼性向上のためフィルタリングを行った結果、有効な情報は0.25 ％程度であった。
・現地対策本部に伝達したが、タイムラグが生じたこともあり、情報の劣化から、現地で活用できた情報はほとんどなかった。
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